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 １．２０１８年度決算総括 

２０１８年度決算のポイント 

  
 ・預金＋ＮＣＤ残高   ８兆  ５７６億円（前年度比 ＋２，３１８億円） 

 ・親会社株主に帰属する当期純利益（連結） ３１６億円 （ ＋１２３億円） 

収 益 

預貸金 

  うち個人      ４兆７，１０３億円（前年度比 ＋１，８０５億円） 

  

  ・当期純利益（単体）            ３００億円 （ ＋１１７億円） 

 ・貸出金残高      ５兆４，８７５億円（前年度比 ＋２，１３３億円） 

  うち中小企業等貸出 ３兆６，７１８億円（前年度比 ＋１，３６７億円） 

＇  前年度比   （ 
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 ２．２０１８年度決算概要 

【単体】 ＇単位：億円（

１７年度 １８年度 前年度比

業務粗利益 791  778  △13  
資金利益 705  676  △29  
役務取引等利益 88  87  △1  
その他業務利益 △3  14  17  

うち国債等債券損益 △5  9  14  
経費 582  583  1  
実質業務純益 208  194  △14  
一般貸倒引当金繰入額 ＇Ａ（ ―　 △1  △1  
業務純益 208  195  △13  

コア業務純益 214  184  △30  
臨時損益 34  228  194  

不良債権処理額  ＇Ｂ) 1  24  23  
貸倒引当金戻入益 ＇Ｃ) 5  ―　 △5  
その他 31  253  222  

うち株式等関係損益 20  242  222  
経常利益 243  424  181  
特別損益 13  △2  △15  
当期純利益 183  300  117  
信用コスト  　　　　　 ＇A（＋＇Ｂ)－＇Ｃ)  △3  23  26  

【連結】

連結粗利益 842  828  △14  
連結経常利益 269  451  182  
親会社株为に帰属する当期純利益 193  316  123  

・有価証券利息配当金の減尐 

 ＇△７億円（ 

・外貨預金利息の増加  

  ＇＋１９億円（ 

・信用コストの増加 

  ＇＋２６億円（ 

为な減益要因 

为な増益要因 

・貸出金利息の増加 

  ＇＋６億円（ 

 

・株式等関係損益の増加 

  ＇＋２２２億円（ 

連結 

・連結の純利益は＋１２３億円  

  の増益 
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３．資金利益・利回 

＋29 △23 

△17 

705
億円 

貸出金利息 預金等利息 

残高要因 利回要因 

有価証券 
利息配当金他 

2017年度 2018年度 

 利回の推移  資金利益の増減要因 

＜国内有価証券利回の内訳＞

＇単位：％（

16年度 17年度 18年度

 国内有価証券利回 0.93 1.22 1.16

 うち円債利回 0.48 0.47 0.46

 うち株式利回 4.26 6.14 6.77

△18 

676 
億円 

プラスへ反転 

＜貸出利息増減額の推移＞

＇単位：億円（

16年度 17年度 18年度

増減額 △ 31 △ 8 6 

残高要因 37 33 29 

利回要因 △68 △ 41 △ 23 
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 ４．２０１９年度決算見通し 

課題解決型営業の推進強化

により、貸出金利息や役務

取引等利益の増加を図る。 

業務粗利益  

当期純利益 

株式等関係損益の一時的な

増減要因を除けば、実質的

に増益となる。 

【単体】 ＇単位：億円（

１８年度
１９年度
＇予 想（

前年度比

業務粗利益 778  805  27  
資金利益 676  668  △8  
役務取引等利益 87  97  10  
その他業務利益 14  40  26  

うち国債等債券損益 9  24  15  
経費 583  580  △3  
実質業務純益 194  225  31  
一般貸倒引当金繰入額  　 ＇A（ △1  △4  △3  
業務純益 195  229  34  

コア業務純益 184  201  17  
臨時損益 228  33  △195  

不良債権処理額      ＇Ｂ（ 24  7  △17  
その他 253  40  △213  

うち株式等関係損益 242  25  △217  
経常利益 424  262  △162  
特別損益 △2  △3  △1  
当期純利益 300  187  △113  
信用コスト ＇Ａ（＋＇Ｂ（ 23  3  △20  

【連結】
親会社株为に帰属する当期純利益 316  200  △116  

連結 

連結純利益は２００億円と、

中計最終年度の目標を確保

する計画。 
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５．为要計数の状況 

为要計数計画・実績 

※ROE：株为資本ベース 

預金＋譲渡性預金残高

総貸出金残高

投資信託＋
京銀証券預かり資産残高

当期純利益＇連結（

２０１９年３月末実績

８兆　５７６億円

５兆４，８７５億円

２，７３９億円

３１６億円
＇ＲＯＥ ７．４６％（

中計最終年度
２０２０年３月末当初計画

８兆円

５兆７，０００億円

５，０００億円

２００億円以上
＇ROE ５％程度（

当期純利益(連結（ 

２０１８年３月末実績

７兆８，２５７億円

５兆２，７４１億円

２，３４７億円

１９３億円
(ROE ４．８０％（

２０２０年３月末計画

８兆１，０００億円

５兆８，０００億円

３，６００億円

２００億円
＇ＲＯＥ ４．５０％（

＇億円（ 

75,959  
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年増 
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預金＋譲渡性預金残高 

0 

＋α  

中計目標 

80,000 

49,869  

52,741 

54,875  

58,000  

47,000

49,000

51,000

53,000

55,000

57,000

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 

計画 

年増 
＋2,133 

総貸出金残高 

＇億円（ 

0 

中計目標 

57,000 

中計目標 

＋α  



Ⅱ．経営戦略 
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 １．当行の沿革＇概略（ 

昭和 平成 

1 
9 
4 
1 
年 

丹
和
銀
行 

創
立 

・京都銀行に改称 
・本店を京都市に移転 
 

・丹和銀行創立 
本店：福知山 

1 
9 
5 
0 
年 

京
都
府
本
金
庫
事
務
受
託 

1 
9 
5 
1 
年 

京
都
銀
行
に
改
称 

1 
9 
5 
3 
年 

本
店
を
京
都
市
に
移
転 

京都市内では中小企業
の資金難が課題 

1 
9 
8 
4 
年 

東
京
・
大
阪
両
証
券
取
引
所 

第
二
部
に
上
場 

1 
9 
7 
3 
年 

京
都
証
券
取
引
所
に
上
場 

1 
9 
8 
6 
年 

同
第
一
部
に
指
定
替
え 

2
0
0
0 
年 

滋
賀
県
初
進
出
・
草
津
支
店 

1
9
9
9 
年 

当
行
初
の
赤
字
決
算 

2 
0 
1 
7 
年 

京
銀
証
券
開
業 

2 
0 
1 
8 
年 

信
託
業
務
へ
銀
行
本
体
参
入 

京
都 

大
阪 

滋
賀 

奈
良 

兵
庫 

愛
知 

東
京 

計 

2000.3 105 9 0 0 0 0 1 115 

2019.3 111 31 14 7 8 2 1 174 

地元本店銀行 
として地位確立 

広域型地方銀行 
として成長加速 

戦後復興 高度成長・安定成長 

ベンチャー企業の台頭とその後の急成長 

グローバル化      人口減尐・低成長 

金融再編 デジタル社会 

従業員数 

2000.3 2,862 

2019.3 3,487 

店
舗
網
の
拡
充 

人
的
資
本

の
拡
充 

成長のため
の先行投資 

バブル 
崩壊 

ﾘｰﾏﾝ 
ｼｮｯｸ 

＋51％ 

＋22％ 



２．自己資本・株为還元 

12.01  
12.95  

12.07  
11.01  11.18  
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4,000

5,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

自己資本＇劣後調達部分（ 自己資本＇その他部分（ 

自己資本比率＇右軸（ 

劣後調達は 
18/4に完済 

4,010 

＇億円（ ＇％（ 

3,652 
3,833 

3,947 

＇単位：億円（
15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末

 自己資本比率＇国内基準（ 12.01% 12.95% 12.07% 11.01% 11.18%

3,652 3,833 3,947 3,953 4,010

30,400 29,594 32,686 35,872 35,837

＜参考＞ 15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末

 自己資本比率＇国際統一基準（ 17.37% 18.30% 19.26% 20.90% 19.84%

 自己資本

 リスクアセット等

  自己資本の推移   一株当たり配当金の推移 

  連結ＲＯＥの推移   自己資本比率の推移 

3,953 

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
ROE
＇株为資本ベース（

6.02% 5.76% 4.82% 4.80% 7.46%

ROE
＇純資産ベース（

3.47% 3.19% 2.65% 2.29% 3.56%

※2017年10月1日付の株式併合＇5株→1株（を過年度に遡って反映 

60  60  60  60  60  
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10 



11 

３．成長のフレームワーク 

顧

客

・
社

会

の
課

題 

      京都銀行グループ 

経営理念  「地域社会の繁栄に奉仕する」 

 

 

 

 

 

企業価値の持続的向上 

 

 

 

 

 

× 

総合金融サービス 

 「銀・証・信」サービス 
  のワンストップ営業 

顧 客 

「お客さまの期待に応える
京都銀行」の実現 

従業員 

株 为 
・ 

投資家 

地域社会 
・ 

環境 

次世代Banking 
  対面と非対面 
  チャネルの最適化 
  ・店舗運営効率化と対面 
   営業力強化 
  ・デジタル化の推進 

広域型地方銀行 
  ・ネットワーク 
  ・営業基盤 

ステークホルダー 
企業の創業・成長サポート 

貸出・ビジネスマッチング・事業承継・M＆A 
ファンド出資・投資・リース 

資産の形成・運用サポート 

預金・預かり資産・信託・住宅ローン 

資金の決済サポート 

為替・口振・クレジットカード・電子決済・ATM 

顧客満足度の向上 
あらゆるチャネルでお客さまに最高のサービスを提供 

デジタルの活用 
AI・５G・ビッグデータなどの活用 

［業務効率化・顧客行動変化への対応］ 

人材の育成 
行員のスキルアップ 

［課題解決力の向上・高付加価値サービスの拡大］ 

市場運用 

中

長

期

的

な

成

長 
コンサル 
ティング 

コンサル 
ティング 
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４．生産性革新の取り組み＇総括（ 

見
え
て
き
た 

成 

果 

●営業店事務人員の削減         ３３０人  
●営業担当者の事務時間の削減 ２７０人 相当  

                   合計 ６００人 相当  

 事務から営業へ 

 計５００人相当のパワーシフト 

    ＇別途、１００人を事務集中セクションに（ 

  事務から営業への戦力シフト 

▮ 融資実行の集中化 

▮ イメージファイリングシステムの導入 

▮ 受電業務の集中化 

 ８８か店で導入済み 
 ＇2019年上期中に完了予定（ 

 

 

 

テ
ー
マ 

取組期間  2017.2～2019.6 

「事務から営業へのパワーシフト」  を 
支える営業店の業務体制 

アウトバウンド型 
営業店 

＇打って出る営業店（ 

  
 

最尐人員 
＇事務人員 ミニマム２名（ 

での業務運営    

一般店 
多能職化による 
互換性の高い 

業務運営     

本店・大阪・ 
東京営業部  

および大型店 

専門性の高い 
業務運営     

 

尐数精鋭型 

業務体制  

新業務体制 

尐数精鋭型業務体制をサポートする機能導入・体制構築 

▮ タブレット等ＩＴツールの活用 

 

 全店完了＇2019年5月（ 

  
１３０か店で導入済み 
＇2019年6月中に全店完了予定（ 

全店完了＇2019年2月（ 

   「長浜支店」を皮切りに２３か店で導入済み 

          2019年７月までに 約４０か店 へ  

アウトバウンド型営業店の導入  
 

＇仮称（ 

へ順次進化 

コンサルティング推進ブランチ 



５．生産性革新の取り組み＇今後の課題（ 

営業担当者のスキルアップ 

高スキルの 
営業担当者 

既存戦力の底上げ ⇒ 人材の戦略的再配置 

 

人材育成と戦略的人材配置 
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ノウハウの定着と継続的な革新 

戦略的店舗へ 
配置 

組
織
的
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積 

  

顧客行動の変化 先端技術の活用 

業務プロセスの革新 
＇個店試行 ⇒ 検証・改善 ⇒ 拡大（ 

 ・業務の効率化 
 ・高付加価値業務への戦略シフト 

イノベーション・デジタル戦略部 設置 

・生産性革新の継承 

・デジタル社会への対応 
 ＇AIの進化・５Gスタート等（ 

事務から営業 
への戦力シフト 新たな営業人員 

2019年6月27日 ＇予定（ 
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リテール貸出金の年増推移 

リテール貸出：本店、大都市店の企業貸出、公共貸出を除いた貸出 

第 ５ 次 中 計  第 ６ 次 中 計  

 ６．リテール貸出 

※貸出金または預金の月中平残500万円以上の取引先数 

２０１８年度 

報告件数 ６８７件 

受賞件数 ２５件 

営業部門収益の改善 

ボリュームの拡大 利 回 改 善 

事業性評価への取り組み 

リテールミッション１５００ 
リテール貸出金 年増＋１，５００億円  

「地方創生・事業性評価 頭取賞」を実施 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

メーンバンク社数の増加 

メーンバンク社数 

京都府 
 2010年 

8,466 社 

 2018年 

9,602 社 

 

＋1,136社 

大阪府 
 2009年 

 473 社 

 2018年 

 934 社 

 

＋461社 
うち大阪東 306 社 529 社 ＋223 社 

大阪北 125 社 233 社 ＋108 社 
＇出所：帝国データバンク 「メーンバンク調査」（ 

0

500

1,000

1,500

4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2

個人貸出 

リテール店企業貸出 

年増＇億円（ 

15,098  
15,871  

16,345  

34,194  

14,487 
15,271 

15,947 

42,185 43,245 43,933 46,000 

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

17/3 18/3 19/3 20/3計画 

個人貸出 リテール店企業貸出 事業取引先数※ 

リテール貸出金残高・事業取引先数 

＇億円（ 

＇先（ 

利回改善を業績評価制度へ反映 
～金利0.001％をも妥協しない徹底的なこだわり～ 

課題解決型営業の推進強化 

～顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮～ 

29,585 31,142 32,292 
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 ７．創業・成長支援 
～顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮～ 

 創業・成長支援の取り組み 

その他現在９ファンドを運用中 

当行独自ファンド 

「京銀輝く未来応援ファンド」 (総額５億円) 

 

「京銀輝く未来応援ファンド２号」 (総額１０億円) 

 

当行グループにおけるキャピタル機能強化 

・投資事業有限責任組合＇京銀輝く未来応援ファンド（ 

  を通じた投資 

・投資先ベンチャー企業等の支援・育成 

▮ 「きぎょうサポートオフィス」 
  ＇京都経済センター内に2019.2新設（ 

  の相談機能活用 
       

▮ 「技術支援プログラム」の創設 
 【「京銀技術課題相談窓口」＇2018.12開設（を活用】 

   

▮ 「ビジネスマッチング」の強化 
 

▮ 当行独自ファンド等への出資による成長資金の支援 

＜これまで１５社に出資＞ 

2019.2 
設立 

 １０年間で 

 総額５０億円を目途に継続的に投資 

取
引
先
企
業 

 

 

 

 

 

 

連携 

・知的財産権の取得支援 

・大学等の研究シーズ紹介 

・販売先・仕入先・外注先等紹介 

・大手メーカーの企業OB派遣 

技術課題の相談 

京銀専門家派遣サービス 

取
引
店 

京銀ビジネスマッチングサービス 

産学連携 

知財コンサルティング 

○登録専門家 

○提携企業 

○大学 

○公的支援機関 

○各府県の知財 
  総合支援窓口 

京銀技術課題相談窓口 外部連携機関 

▮京銀リース・キャピタル株式会社に 

 専担部署  「投資部」  を新設 (2019.4) 



２０１８年度は全店で２，２９５件の商談を設定 

※展示型商談会や当行グループ会社等との商談を除く 

 ８．ビジネスマッチング 

京都府内店 

商談件数 

1,291件 

商談先エリア別内訳 

京都府 1,004件 

大阪府  173件 

兵庫県  44件 

奈良県  19件 

滋賀県   40件  

愛知県   11件 

内訳 兵庫県内店 

商談件数 

143件 

商談先エリア別内訳 

京都府  77件 

大阪府  30件 

兵庫県   19件 

奈良県 12件 

滋賀県   4件 

愛知県 1件 

内訳 

大阪府内店 

商談件数 

400件 

商談先エリア別内訳 

京都府  154件 

大阪府  201件 

兵庫県  14件 

奈良県   15件 

滋賀県   15件 

東京都 1件 

内訳 

奈良県内店 

商談件数 

41件 

商談先エリア別内訳 

京都府   10件 

大阪府   3件 

奈良県 28件 

内訳 

滋賀県内店 

商談件数 

119件 

商談先エリア別内訳 

京都府  39件 

大阪府   11件 

奈良県   2件 

滋賀県  67件 

内訳 

愛知県内店 

商談件数 

56件 

商談先エリア別内訳 

京都府  39件 

大阪府   3件 

兵庫県   3件 

滋賀県   3件 

愛知県   8件 

内訳 

東京営業部 

商談件数 

245件 

商談先エリア別内訳 

京都府  118件 

大阪府  47件 

兵庫県  40件 

奈良県  15件 

滋賀県  23件 

愛知県   2件 

内訳 

943  

1,887  

0

500

1,000

1,500

2,000

16年度 17年度 18年度 19年度 

ビジネスマッチングの商談設定件数 

2,295  

＇件（ 

目標   
1,300 

目標  
2,000 

＋α  

中計目標 
５,０００ 

個別ビジネスマッチング商談件数 

16 

“広域型地方銀行”を生かしたビジネスマッチングを展開 

広域に展開する当行の 
店舗ネットワーク＇１７４か店（と 
情報網を活用し、お取引先の
販路拡大に役立つ情報を提供 

～顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮～ 

目標  
1,700 

直近２年間で 

４千件突破 
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９．事業承継・M＆A支援 

課題 
提案 

コンサルティング 
成果 

さらなる 

取引深耕 

事業承継に関わる新規相談先数の積み上げ      
     ＇法人オーナーなど・2015以降分（ 

 

125 

366 

674 

995 

0

200

400

600

800

1000

15年度 16年度 17年度 18年度 

＇先（ 

59 
128 

247 

381 

110 

235 

459 

628 

0

200

400

600

15年度 16年度 17年度 18年度 

譲渡案件情報 

買収案件情報 

Ｍ&Ａ 情報数の積み上げ＇営業店からの情報・2015以降分（ 

＇件（ 

195 

501 
522 

469 

700 

0

200

400

600

800

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 
計画 

Ｍ&Ａ 手数料実績 ＇百万円（ 

事業承継を切り口とした取引深耕 

9 

17 
18 19 

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度 

M＆A支援先数＇成約（の取組実績 

＇件（ 

124 

247 

327 328 

0

100

200

300

15年度 16年度 17年度 18年度 

事業承継支援の取組実績 

＇件（ 

～顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮～ 

取引基盤の拡充による 法人役務収益の増強 

2019年度目標：45億円 ＇前年度比 約17億円増加（ 

総合的なコンサルティング機能の発揮 

18 20 
25 28 

45 

0

20

40

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 
計画 

法人役務収益 ＇億円（ 

※Ｍ＆Ａ、シローン、ビジネスマッチング、私募債、貿易為替等 
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１０．預かり資産 

 
 

京銀証券※ 口座数 
18/3 19/3

個人預金 45,297 47,103
外貨定期預金 148 156

預かり資産 5,934 6,279
投資信託 1,857 1,859
京銀証券 490 880
保険 2,767 2,759
国債等 820 780

合計 51,231 53,382

2,739億円 

個人預金、預かり資産 残高  
＇億円（ 

11,882  

21,441 

30,000 

8,341 

14,058 

25,000 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

18/3 19/3 20/3 
計画 

開設口座数 

うち利用口座数 

＇先（ 

人生１００年時代に対応したコンサルティング営業により、取引基盤＇先数・残高（を拡充 

～個人コンサルティングの強化～ 

 「銀・証・信」機能の活用  

投信自動積立 振替額の拡大  

■若年層・現役世代との接点拡大 

■個人の安定的資産形成の促進を通じた 
  取引先数・残高の拡大 

■法人先への余資運用提案 

■非対面チャネルの充実 
40.0% 

20.9% 
29.3% 

36.0% 
49.1% 
49.6% 

53.9% 
73.5% 

62.3% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体 
80歳以上 

70代 
60代 
50代 
40代 
30代 
20代 

20歳未満 

投信保有先に対する 

年代別 投信自動積立保有先の比率 

2.7  

4.2  4.2  

3.2  

4.4  

2.3  
3.1  

3.0  
2.4  

3.5  

2.0  

3.3  3.2  

2.5  3.0  

1

2

3

4

5

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度上 

当行 

为要行等 

地域銀行 

投資信託の平均保有期間 
＇金融庁「投資信託等の販売会社における 
『顧客本位の業務運営』の取組状況」より（ 

投信自動積立 年間振替額・契約先数 

※2017.5京銀証券設立 

1,857 

1,859 

2,100 

490 
880 

1,500 

75,231  

84,705  

107,000  

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

18/3 19/3 20/3 
計画 

京銀証券預かり資産残高 

投信残高 

取引先数＇右軸（ 

投信＋京銀証券  預かり資産残高・取引先数  

＇億円（ 
＇先（ 

2,347 
2,739 

3,600 

※1 为要行等9行、地域銀行20行を集計 

※2 銀行は自行販売、仲介販売の合算ベース 

※3 平均保有期間は、＇前年度末残高＋年度末残高（÷2÷＇年間の解約額＋償還額（で算出 

 

30 
44 

61 
16,500  

22,715  
27,906  

0

10,000

20,000

30,000

0

40

80

16年度 17年度 18年度 

年間振替額 
契約先数 

＇億円（ ＇先（ 

＇年（ 

※2019年3月末時点 



１１．相続・資産承継 

コンサルティングシート作成件数＇※（ 

＇件（ 

19 

顧客ニーズの把握 相続ニーズの状況 

相続対策 

216件 
遺言信託 

134件 

遺産整理

業務 

22件 

教育資金 

贈与信託 

75件 

その他 
28件  

２０１８年度 
計４７５件 

【中計目標＇2017/4～2020/3（】  

    ３年間で  １万件  

【実績＇2019/3（】   

２年間で  ７，０６５件 
   

＇※（顧客の財産内容や家族構成、  ニーズを把握し、 

       コンサルティングに活かす為のシート 

信託機能も活用し、個人の相続・資産承継ニーズの取り込みをはかる 

顧客ニーズの把握 顧客ニーズの状況 顧客ニーズに対応する取組強化 

● 銀行＇本部・営業店（、グループ会社一体での 
  コンサルティング営業を推進 

   ・ 専担組織「信託コンサルティング室」の新設 

   ・ 京銀証券との連携による個人取引の深掘り 

● ＣＦＰ認定者１，０００人体制をめざす 

銀行本体での信託業務を開始 
     ＇2018年10月～（ 

取扱開始 取扱商品 

2018年10月 

遺言信託 

遺産整理業務 

遺言代用信託 

2019年 1月 暦年贈与型信託 

相談件数：２０１８年度 ４７５件 

～個人コンサルティングの強化～ 

設定 
金額 

目標 

暦年贈与型信託 

＇約2か月（ 
＇約2か月（ 

申込 
件数 

目標 

＇6か月（ 
＇6か月（ 

遺言信託 

72 
件 

50 
件 

申込 
件数 

目標 

6 
件 

＇6か月（ 
＇6か月（ 

遺産整理業務 

10 
件 

2 
億 
円 

設定 
金額 

目標 

＇6か月（ 
＇6か月（ 

遺言代用信託 

15 
億 
円 3.6 

億 
円 

1.7 
億 
円 

実績 



１２．住宅ローン 

＇億円（ 

大手不動産デベロッパーへの川上営業強化 

大阪ローン営業部＇2015.10設置（が中心的役割 
   

1,497  

1,960  1,969  
1,855  

2,500  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

計画 

住宅ローン実行額 
＇億円（ 

住宅ローン残高 

14,925  
15,535  

16,254  
16,862  

17,923  

12,000

14,000

16,000

18,000

16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 

計画 

京都府 
 

 設置数  4拠点 
 

 

集約対象店 ７２か店 
 

20 

～個人コンサルティングの強化～ 

258 
330 336 

304 329 
394 375 390 

0

200

400

15年度 16年度 17年度 18年度 

上期 

下期 

【対象エリアの実行額推移】 
＇億円（ 

ローン営業部体制を拡大し、残高は増大 

       集約店で効率的・効果的営業を実現 

 ◆ ローン営業部の拡充・活動定着＇2015.10～（ 

京都府 

・営業パワーを約２８人分削減 

・実行額の増加・安定 

 

効
果 

大阪府 

2015.10ローン営業部スタート 

7,000

9,000

11,000

15年度 16年度 17年度 18年度 

京都府内新設住宅着工件数＇貸家除く（ 



内訳

国内債券 221 +73

株式 5,742 △1,486

外債 34 +78

その他 4 △35

合計 6,003 △1,369

評価損益 前期比＇18/9比（

21 

１３．市場運用 

●国内債券は、金融緩和の長期化を想定し、償還再投資の継続。 

●投資信託は、引き続き株式投資信託等で収益確保を行いつつ、残高については抑制。 

●外債はヘッジ取引の一部解消に伴う固定債の残高圧縮、および変動債の積増しの実施。 
  今後は欧州債を中心に固定債の買入再開。 

有価証券残高 

平均年限の推移 

有価証券評価損益 

利回りの推移 

将来の景気後退局面に備えたアセットアロケーション 

＇％（ 

0.48 0.47 0.46 

0.97 
1.26 1.24 

0

1

16年度 17年度 18年度 

4.26 

6.14 6.77 

4

6

8

4.2 4.3 4.3 

4.0 

6.7 7.1 

4.5 

2.4 

0

2

4

6

8

17/3 18/3 18/9 19/3

円債 外債 ＇年（ 

18,913  17,664  18,043  18,055  

1,848  
1,945  1,936  1,810  

1,642  
1,791  1,521  1,709  

973  1,897  1,959  1,631  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17/3 18/3 18/9 19/3

国内債券 株式 外債 投信・その他 

23,461 23,378 

＇億円（ 

23,298 

株式投資信託等はウェイトを減尐。一方で外債は変動債の積増し。 

23,206 

※評価損益除く 
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１４．環境・社会への取り組み ～ＥＳＧ・ＳＤＧｓの観点から～ 

環 

境
（Ｅ
） 

社 

会
（Ｓ
） 

－環境保全活動－ －環境負荷の軽減－ －資源の再利用－ 
  

 

 

 

 

 

 

 

行内の廃棄文書を トイレットペーパーに再利用 

 京都府内全域・滋賀県内の当行店舗 
 所在地の公立小・中・特別支援学校へ 
 リサイクルしたトイレットペーパーを寄贈 

【２００１年からの寄贈累計 約４６０万巻】 

  

 

 

 

 

 

 

 

「京銀ふれあいの森」整備活動 

【計４８回 延べ１,８００人参加】 

  

 

 

 

 

 

 

 

ＣＯ2排出量ゼロ店舗「東長岡支店」 

自然の力を 
生かす仕組み 
や省エネ商品 
等を導入 

第三次環境プラン＇２０１７年度～２０１９年度（ 

【数値目標】電気、ガス、ガソリンの各使用量について２０１６年度を基準として毎年度１％以上の削減 

京都府北部の太陽光発電事業向け 

プロジェクトファイナンスに関するシンジケートローンを組成 

太陽光発電事業＇地元企業等によるSPC（に対し、 
アレンジャーとしてシンジケートローンを組成 

お取引先 
私募債・融資 

学 校 

京都府 
大阪府 
滋賀県 

 手数料・利息 

図書や備品等を
寄贈 

＜京銀寄付型ローン＞ 

＜未来にエール＞ 

当 行 

 ・エネルギー地産地消の実現 
 ・遊休地の事業用地転用 

スポーツ工学研究所の研究費用等サステナビリティに
資するプロジェクト関連資金としての運転資金に投資 

地域社会にお取引先とともに貢献 

ご指定の事業に 
寄付 

＇2019.3.31時点（ 

2017年：総額 約12億円 
2019年：総額 約  6億円 

京銀私募債 
「未来にエール」 

京銀寄付型ローン 
＇京都版・大阪版・滋賀版（ 

件  数   ４０２件      ３２８件  

金  額    約３１７億円 約６３億円 

寄付金累計額   約４,１９６万円 約５８６ 万円 

寄付型商品への取り組み 

「サステナビリティボンド」への投資 

「震災時元本免除特約付き融資」の取扱開始 

震度６強以上の大規模地震が発生した場合、借入金の 
元本が免除となる特約付き融資の取り扱いを開始(2019.4～（ 
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１５．社会・コーポレートガバナンスへの取り組み ～ＥＳＧ・ＳＤＧｓの観点から～ 

 

社 

会
（Ｓ
） 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
（Ｇ
） 

【ＧＰＩＦ選定ＥＳＧインデックス】 

テーマ型指数 

「ＭＳＣＩ日本株女性活躍指数＇ＷＩＮ（」に採用 

指名・報酬委員会 

【構成】社内取締役２名・社外取締役２名 

【委員長＇議長（】社外取締役 

【目的】経営の透明性とプロセスの適正性を 
     より一層確保する 

【審議事項】 

 ・取締役および監査役の指名に関する事項 

 ・独立社外役員に係る独立性判断に関する事項 

 ・取締役および監査役の報酬体系に関する事項 

 ・その他役員に関する重要事項 

従業員一人ひとりが意欲・能力を十分に発揮し活躍できる職場環境づくり 

健康経営優良法人2019 
～ホワイト５００～に認定 

女性の活躍推進 
くるみん、えるぼしに認定 

176  

550  
49  

235  

0

500

07/3 19/3

女性役席者数 

女性为任数 

女性役席者数・为任数 
＇人（ 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

全従業員が能力と個性を最大限 
発揮できる職場環境の整備   

 

 

 

 

 

 

 

京都銀行版 
働き方改革プログラム     

「７アップ考動」の実施 

従業員の健康的な 
働き方への取り組み 

女性の働きやすい職場 
環境づくりへの取り組み 



Ⅲ．資料編 
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当行 

29.0% 

都市銀行 

17.5% 

信用金庫 

39.5% 

地銀(当行除く（ 

11.5% 

その他 

2.5% 

当行 

28.7% 

都市銀行 

25.4% 

信用金庫 

34.5% 

地銀(当行除く（ 

5.5% 

その他 

5.9% 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＇２０１９年３月末現在（

項目 計数等

 創立 １９４１年１０月

 総資産 ９兆６，５３８億円　

 預金＋ＮＣＤ ８兆５７６億円　

 貸出金 ５兆４，８７５億円　

 資本金            ４２１億円　

 有価証券評価損益 ６，００３億円　

国内基準 …１１．１８％　

＇参考（ＢＩＳ基準…１９．８４％　

Ｒ＆Ｉ  ：A 　

Ｓ＆Ｐ ：A 　

 従業員数 ３，４８７人　

    店舗数…１７４か店　

　  移動店舗車…１台　

　  店舗外ＡＴＭ…３０１か所　

    セブン銀行との提携による　

共同ＡＴＭ…２３，３６７か所　

香港駐在員事務所　

上海駐在員事務所　

大連駐在員事務所　

バンコク駐在員事務所  

 拠点数

 海外拠点

 自己資本比率
＇単体ベース（

 格付

 京都銀行の概要 
京都府内シェア＇２０１９／３（ 
＇銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア（ 

貸出金 

預金＋譲渡性預金 

資料編１．プロフィール 
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18,079  18,213  19,121  20,425  21,756  21,831  

40,655  41,709  42,417  
43,188  

44,670  46,244  

8,808  9,308  
9,584  

9,043  
8,984  

9,409  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

为体別 預金・譲渡性預金＇平残（ 

系列3 系列2 系列1 

53,091 53,776 54,171 55,288  57,484 58,920 

5,626 5,822 6,112 
6,800  

7,576 
8,047 

2,770 2,981 3,082 
3,170  

3,319 
3,502 

6,055 6,650 7,757 
7,397  

7,030 
7,015 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

エリア別 預金・譲渡性預金＇平残（ 

東京・愛

知 

資料編２．預金・譲渡性預金＇为体・エリア別（ 

２０１８年度実績 ＇前年度比（ 
法人＋75億円、個人＋1,573億円、公金他＋425億円 

２０１８年度実績 ＇前年度比（ 
京都＋1,435億円、大阪・兵庫＋470億円、 
滋賀・奈良＋182億円、東京・愛知△14億円 

 預金・譲渡性預金平残の推移 

■東京・愛知 
■滋賀・奈良 
■大阪・兵庫 
■京都 

75,411 

67,543 69,230 71,123 

75,411 

67,543 
69,230 

71,123 72,657 72,657 

■法人 ■個人 ■公金他  

77,485 77,485 
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25,723 25,892 26,272 27,305  28,153 29,321 

6,713 7,278 7,986 
8,908  

10,070 
10,785 3,230 3,458 

3,676 
4,013  

4,357 
4,757 

5,058 
5,257 

5,795 

6,760  
7,778 

8,690 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

エリア別 貸出金＇平残（ 
■東京・愛知 
■滋賀・奈良 
■大阪・兵庫 
■京都 

２０１８年度実績 ＇前年度比（ 
法人＋1,905億円、個人＋774億円、公共＋516億円 

23,696  24,695  26,200  28,120  
30,151  32,056  

13,227  
13,498  

13,629  
14,045  

14,769  
15,544  

3,802  
3,694  

3,901  

4,823  

5,439  

5,955  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

为体別 貸出金＇平残（ 

資料編３．貸出金＇为体・エリア別（ 

 貸出金平残の推移 

２０１８年度実績 ＇前年度比（ 
京都＋1,167億円、大阪・兵庫＋715億円、 
滋賀・奈良＋400億円、東京・愛知＋912億円 

50,359 

40,725 41,887 
43,730 

50,359 

40,725 41,887 
43,730 

46,988 46,988             

■法人  ■個人 ■公共  53,555 53,555 
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資料編４．有価証券投資の状況 

＇億円（

内訳

* 国債  99

地方債 75

社債 46

株式 5,742

外債 34

その他 4

合計 6,003
* 変動利付国債については、市場価格に
　 より時価評価しております。

評価損益

＜参考＞評価損益変動幅 

●円金利が1％上昇した場合の評価損益変動幅 

                      △７０１億円 
 
●日経平均が1,000円下落した場合の 

   株式等評価損益変動幅 

                                                    △３９５億円 

２０１９年３月末の有価証券評価損益 

〈注〉時系列比較のため、上記数値は評価損益を除いております。 

11,784 10,968 9,118
7,529

5,546 4,999

6,284

6,525 6,771

5,592

3,664
3,381

3,543
4,167

8,331
9,250

7,867
7,216

1,945
1,848

1,810

1,812
1,795

1,818

1,661

1,652
1,588

1,204

1,570
1,556 86

139129

61

40

250

1,631
973

1,897

729

533

557

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

 14/3  15/3  16/3  17/3  18/3  19/3

＇億円（

投信、その他

円建外債

外貨建外債

株式

社債

地方債

国債

23,298 

 28,977 
26,836 

 有価証券残高の推移 

24,140 
23,378 

 債券平均残存期間の推移 

3.9 3.7 3.9 

4.2 4.3 

4.0 

2.3 
1.7 

3.8 

6.7 

7.1 

2.4 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

＇年（ 

円債 外債 

23,206 
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79.3  
89.9  89.9  

82.5  88.8  87.3  

0

20

40

60

80

100

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

24.5 25.6 25.9 27.1 27.6 29.5 

44.7 44.5 44.8 44.6 44.6 45.0 

11.9 12.1 12.2 11.9 11.8 11.6 
15.1 15.2 15.4 15.5 15.6 15.8 
8.7 8.4 10.3 15.4 18.7 

22.3 14.5 20.1 20.5 14.1 9.5 
11.5 25.7 

30.0 26.8 
19.6 25.4 

18.4 0.6 

0.4 0.5 
2.6 

6.6  5.0 
7.4 6.2 

146.1 
156.8 156.6 

151.2 

167.6 165.6 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇億円（ 

京銀証券収益 

金融商品仲介 

投資信託 

保険 

法人ぐるみ取引(※) 

口座振替 

CD・ATM関係 

内国為替 

その他 

資料編５．役務取引等利益 

  役務取引等利益の推移 

  役務取引等収益の内訳 

＇銀行単体＋京銀証券収益（ 

＇※（法人ぐるみ取引：Ｍ＆Ａ、シローン、ビジネスマッチング、私募債等 
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資料編６．経費 

＇単位：人（

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

　平均人員＇出向者除く（ 3,448 3,457 3,486 3,533 3,581 3,560

  経費とＯＨＲの推移 

  人員の推移 

30 30 33 37 36 38 

246 253 231 231 229 228 

296 305 
307 316 316 316 

70.44 69.24 66.16 
72.95 73.62 74.99 

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

0

100

200

300

400

500

600

700

800

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

＇％（ ＇億円（ 

人件費 

物件費 

税金 

ＯＨＲ(経費/業務粗利益（

(右軸（ 

583 582 573 590 
572 585 
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820

3,929

488

0

0

480

770

80

59

120

120

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

5,742

2,006

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

資料編７．統合リスク管理 

消費性与信の信用リスク量 
保有期間１年 信頼係数99％ 

銀行勘定の金利リスク＇２０１９年３月末（ 

Δ ＥＶＥ 自己資本 Δ ＥＶＥ／自己資本

１３８億円 ４，０１０億円 ３．４％

リスク量 
＇２０１９年３月末基準（ 

＇億円（ 

配賦原資※ 

 

バッファー ２，１３９億円 

市場リスクVaR 
 (除く政策投資株式) 
  ：バンキング 
   保有期間６か月 
   信頼係数99％ 
  ：トレーディング 
   保有期間１０日 
   信頼係数99％ 

＇政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ－評価損益（ 

＇億円（ (２０１９年３月末（ 

コ ア 資 本 
＇配賦原資（ 

未利用リスク資本 
６４３億円 

資本配賦額 
＇２０１８年度下期（ 

政策投資株式修正VaR       
保有期間６か月 信頼係数99％ 

事業性与信の信用リスク量  
保有期間１年 信頼係数99％ 

１，７９０億円 

オペレーショナルリスク 
＇粗利益配分手法（ 

政策投資株式 

評価損益 

政策投資株式 

VaR 

  【統合リスク量の状況】 

  ● ２０１８年度下期の資本配賦額は１，７９０億円、２０１９年３月末の統合リスク量は 
     １，１４７億円 

  【銀行勘定の金利リスク＇ＩＲＲＢＢ（】 
  ● ２０１９年３月末のΔ ＥＶＥ＇金利ショックに対する経済的価値の減尐額（は１３８億円、 

        自己資本に対する比率は３．４％ 

１，１４７億円 

・市場リスク、信用リスク 
＇配賦額超過時等臨時         
 突発的な事態に使用（ 
・計測できないリスク 
・新規業務に対するリスク 
・戦略リスク等 

  統合リスク量の状況＇２０１９年３月末（ 

※２０１８年度下期計画策定時点 
における２０１９年３月末予想値 

自己資本に対するΔ ＥＶＥの比率は２０％以内となっている 
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＇単位：億円)

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

個別貸倒引当金純繰入額 △ 0 △9 △0 0 0 20 
新規不良債権の発生に伴う処理額 24 18 16 17 10 30 
回収等による取崩し △ 28 △ 19 △ 14 △ 9 △ 8 △ 8 
ランクアップによる取崩し △ 8 △ 10 △ 3 △ 8 △ 3 △ 2 
不動産担保価値下落に伴う処理額等 11 2 1 0 1 0 

貸出金償却 0 0 － 0 1 － 
貸出債権売却損 0 0 0 0 0 1 
その他 0 7 5 1 0 2 

不良債権処理額             ①     0 △1 5 2 1 24 
一般貸倒引当金純繰入額    ②   　 △ 1 △7 △ 9 △ 10 △ 5 △ 1 
信用コスト ①＋②　 △ 1 △9 △ 4 △ 7 △ 3 23 

資料編８．信用コスト・開示債権の状況 

  信用コストの内訳 
貸倒引当金繰入額 １９億円 

 金融再生法開示債権の増減要因 

＇単位：億円（

18年度

金融再生法開示債権の増減 57 

新規不良債権の発生による増加 197 

オフバランス化等による減尐 140 

直接償却 0

バルクセール 9 

実回収および業況改善 130 
139 95 82 69 62 79 

1,085  
886  781  679  626  606  

10 
9 

5 4 3 64 

2.90 
2.25 

1.87 
1.50 1.30 1.35 

(2)

(1)

0

1

2

3

4

5

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

＇％（ ＇億円（ 

 金融再生法開示債権・比率の推移 

5.0 

4.0 

3.0 

2.0 

1.0 750 692 

1,235 
991 

870 
754 
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資料編９．開示基準別の分類・保全状況 

＇ 単位：億円 （

区    分 貸出金
与信残高 Ⅰ分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 残高

破 綻 先

20 16 4 － －  破綻先債権 39
＇    0（ ＇  13（

実質破綻先 ① 79 42 36 100.0%
58 31 26 － －

＇    0（ ＇  22（  延 滞 債 権 645
破綻懸念先

606 350 186 70 ② 606 467 68 88.3%
＇  68（

小  計  

685 398 217 70 685 510 105 89.7% 小  計 685

64 17 1 29.1% -
 要 管 理 先 要管理債権

64 3 60 ＇貸出金のみ（

64 17 1 29.1% 64

計 開示債権①～③ 計

750 402 277 70 － 750 527 106 84.5% 合  計 749

要管理先以外
  の要注意先

3,879 1,246 2,633

正 常 先

50,490 50,490

合  計

55,119 52,138 2,910 70 －
＇  69（ ＇  35（

自己査定結果＇債務者区分別（ 金融再生法開示債権

担保等による

保全額
引当額 保全率

対象：貸出金等与信関連債権

分      類
与信残高
区    分

小  計

  及びこれらに

  準ずる債権

要 管 理 先

危 険 債 権

区  分

対象：貸出金

リスク管理債権

  ３か月以上
  延 滞 債 権

 貸 出 条 件
 緩 和 債 権

  破産更生債権

対象：要管理債権は貸出金のみ
その他は貸出金等与信関連債権、銀行保証付私募債

③

＇注１（貸出金等与信関連債権：貸出金､支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金および 

    未収利息等であります。 

＇注２（破綻先、実質破綻先および破綻懸念先の自己査定における分類額 

    Ⅰ分 類 額    引当金、優良担保＇預金等（・優良保証＇信用保証協会等（等で カバーされている債権        

    Ⅱ分 類 額    不動産担保等一般担保・保証等でカバーされている債権 

    Ⅲ・Ⅳ分類    全額または必要額について償却引当を実施､引当済分はⅠ分類に計上＇破綻先 

                          および実質破綻先の Ⅲ・Ⅳ分類は全額引当済（ 

＇注３（自己査定結果＇債務者区分別（における ＇  （内 は分類額に対する引当額です。 

19年3月期 
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＇単位：億円（
〈銀行単体〉 連結子会社等

１８年度 の利益反映分

　連結粗利益 828  778  50  

　連結経常利益 451  424  27  

　親会社株为に帰属する当期純利益 316  300  16  

〈連結〉
１８年度

　＜子会社＞ 業務内容

　烏丸商事㈱ 　不動産管理・賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務

　京銀ビジネスサービス㈱　＇※（ 　事務代行業務

　京都信用保証サービス㈱ 　信用保証業務

　京銀リース・キャピタル㈱ 　リース業務、投資業務

　京都クレジットサービス㈱ 　クレジットカード業務＇DC（

　京銀カードサービス㈱ 　クレジットカード業務＇JCB、ダイナース（

　㈱京都総合経済研究所 　経済調査・研究業務、経営相談業務

　京銀証券㈱ 　証券業務

　＜関連会社＞ 業務内容

　ｽｶｲｵｰｼｬﾝ・ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 　投資運用業務

＇※（当行と京銀ビジネスサービス㈱は、２０１９年７月１日を効力発生日として、当行を存続会社とする吸収合併を行う予定です。
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 

リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と 

異なる可能性があることにご留意ください。 

［照会先］ 

株式会社 京都銀行 経営企画部 

電話：０７５－３６１－２２９２ 

ＦＡＸ：０７５－３６１－４５８１ 

https://www.kyotobank.co.jp/ 


